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中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 10日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績                            (百万円未満を切り捨てて表示しています)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       16,066    △4.1         328   194.2         300   196.9
14年 9月中間期       16,749    △2.9         111   315.2         101－

15年 3月期       32,549－          523－          548－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期          168   306.1           5.12
14年 9月中間期           41－           1.22

15年 3月期         △246 －          △7.36

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     32,883,115株 14年 9月中間期     33,912,061株
15年 3月期     33,459,823株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

円 銭 円 銭
15年 9月中間期           0.00－
14年 9月中間期           0.00－

15年 3月期 －           3.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       36,629       12,044     32.9        366.30
14年 9月中間期       37,234       12,135     32.5        366.44

15年 3月期       35,972       11,685     32.5        355.37

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     32,882,386株 14年 9月中間期     33,117,867株
15年 3月期     32,883,661株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期        238,894株 14年 9月中間期          3,413株
15年 3月期        237,619株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       32,100          800          390           5.00           5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          11円 8 6銭

業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に
つ き ま し て は 連 結 添 付 資 料 の ５ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。



個別中間財務諸表等

個別中間財務諸表

 (1)　個別中間貸借対照表 (単位：百万円）
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投 資 そ の 他 の 資 産

31 0.1

(4)

Ⅰ 流 動 負 債
支 払 手 形

計

( 負 債 の 部 ）

貸 倒 引 当 金
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(2) 個別中間損益計算書 (単位：百万円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

△

※4

※1

※3

自 平成 15年 4月 1日

前 中 間 会 計 期 間当 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

自 平成 14年 4月 1日

至 平成 14年 9月 30日至 平成 15年 9月 30日 至 平成 15年 3月 31日

金 額 百 分 比金 額 百 分 比 金 額 百 分 比
％％ ％

売 上 高 16,749 100.016,066 100.0 32,549 100.0

売 上 原 価 78.112,541 13,385 79.9 78.525,561 

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費 3,252 19.43,197 19.9

3,525 21.9 3,363 20.1

営 業 外 収 益 174 1.0218 1.4

営 業 利 益 111 0.7328 2.0

経 常 利 益 101 300 

営 業 外 費 用※2 184 245 

1.9

1.5

特 別 損 失 1,273 

1.7

特 別 利 益 1,332 8.041 0.3 1,718 5.3

7.641 

（ △ 印 は 純 損 失 ）

8.1

1.9 357  △      1.1

0.3 2,624 

法人税、住民税及び事業税 15 0.1

159 1.0
税引前中間(当期)純利益

15 0.1

300 

27 0.1

0.7

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
41 0.3168 1.1 246  △      

法 人 税 等 調 整 額 2 

0.8
（ △ 印 は 純 損 失 ）

△

0.7 238  △      0.0117 

前 期 繰 越 利 益 476 132 476 

中間(当期)未処分利益 518 300 230 

0.6

自 平成 14年 4月 1日

425 1.3

450 

1.1
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△

1.4
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

自  平成 15年  4月  1日
至  平成 15年  9月 30日

 1.資産の評価基準及び  (1)有価証券  (1)有価証券  (1)有価証券
   評価方法  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 同   左 同   左
 その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券
 時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの
当中間期末の市場価格等 同   左 当事業年度末の市場価格
に基づく時価法（評価差 等に基づく時価法（評価
額は全部資本直入法によ 差額は全部資本直入法に
り処理し､売却原価は移動 より処理し、売却原価は
平均法により算定） 移動平均法により算定)

 時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの
移動平均法による原価法 同   左 同   左

 (2)デリバティブ  (2)デリバティブ  (2)デリバティブ
時価法 同   左 同   左

 (3)たな卸資産  (3)たな卸資産  (3)たな卸資産
 評価基準 原価法 同   左 同   左
 評価方法

… 月次総平均法

最終仕入原価法

 2.固定資産の減価償却  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産
   方法  四日市工場及び研究設備 定率法 同   左 同   左

 大潟工場及び滋賀工場 定額法

   なお、平成10年4月1日以降に取得
 した建物（附属設備を除く）につい
 ては定額法を採用しています。

 主な耐用年数は次のとおりです。

 建物及び構築物 10～47年
 機械装置及び運搬具  7～10年

 (2)無形固定資産 定額法  (2)無形固定資産  (2)無形固定資産
  ただし、ソフトウェア（自社 同   左 同   左
利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しています。

 3.引当金の計上基準  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金
　売上債権等の貸倒損失に備える 同   左 同   左
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上しています。
 (2)賞与引当金  (2)賞与引当金  (2)賞与引当金
  従業員の賞与の支払に備えて、 同   左   従業員の賞与の支払に備えて、
賞与支給見込額の当中間会計期間 賞与支給見込額の当事業年度末に
負担額を計上しています。 おける負担額を計上しています。
 (3)退職給付引当金  (3)退職給付引当金  (3)退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため   従業員の退職給付に備えるため   従業員の退職給付に備えるため
当事業年度末における退職給付債 当事業年度末における退職給付債 当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき 務及び年金資産の見込額に基づき 務及び年金資産の見込額に基づき
当中間会計期間末において発生し 当中間会計期間末において発生し 計上しています。
ていると認められる額を計上して ていると認められる額を計上して   なお、会計基準変更時差異（
います。 います。 5,213百万円）については、3年
  数理計算上の差異は、各事業年   なお、会計基準変更時差異（ による按分額を費用処理してい
度の発生時における従業員の平均 5,213百万円）については、3年 ましたが、当事業年度末におい
残存勤務期間以内の一定の年数 による按分額を費用処理してい て費用処理は終了しました。
（10年）による定額法により按分 ます。   数理計算上の差異は、その発生
した額をそれぞれ発生の翌事業年   数理計算上の差異は、各事業年 時の従業員の平均残存勤務期間以
度から費用処理することとしてい 度の発生時における従業員の平均 内の一定の年数（10年）による定
ます。 残存勤務期間以内の一定の年数 額法により翌事業年度から費用処

（10年）による定額法により按分 理することとしています。
した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしてい
ます。

貯 蔵 品 ……

製品及び商品
半製品、仕掛品

自製原料、原料

包装材料、燃料

……

……

……

……

……

……

……

……

……

前 中 間 会 計 期 間当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自  平成 14年  4月  1日
至  平成 14年  9月 30日

自  平成 14年  4月  1日
至  平成 15年  3月 31日
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 3.引当金の計上基準  (4)役員退職慰労引当金  (4)役員退職慰労引当金  (4)役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の支給に備え 同   左   役員の退職慰労金の支給に備え
るため、支給内規に基づき中間期 るため、支給内規に基づき要支給
末要支給額を計上しています。 額を計上しています。

 4.外貨建の資産又は負債   外貨建金銭債権債務は、中間決 同   左   外貨建金銭債権債務は、期末日
の本邦通貨への換算基 算日の直物為替相場により円貨に の直物為替相場により円貨に換算
準 換算し、換算差額は損益として処 し、換算差額は損益として処理し

理しています。 ています。

 5.リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移 同   左 同   左
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

 6.ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっています。 同   左 同   左
  ただし、ヘッジ会計の要件を
満たす金利スワップについては、
特例処理によっています。
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ 同   左 同   左

取引
ヘッジ対象 借入金

 (3)ヘッジ方針  (3)ヘッジ方針  (3)ヘッジ方針
  今後想定される金利上昇局面に 同   左 同   左
備えるため、限定取組額の変動金
利のリスクヘッジのため金利スワ
ップを行っています。また、リス
クヘッジの手段としてのデリバデ
ィブ取引は、金利スワップ取引の
み行うものとしています。
 (4)ヘッジ有効性の評価方法  (4)ヘッジ有効性の評価方法  (4)ヘッジ有効性の評価方法
  特例処理によっている金利スワ 同   左 同   左
ップについては、有効性の評価を
省略しています。

 7.その他中間財務諸表  (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理
   （財務諸表）作成の     消費税等の会計処理は税抜方式 同   左 同   左
   ための基本となる重     によっています。
　 要な事項  (2)自己株式及び法定準備金の取崩

 等に関する会計基準
  「自己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」（企業会
計基準第１号）が平成14年4月1日
以降に適用されることになったこ
とに伴い、当事業年度から同会計
基準によっています。これによる
当事業年度の損益に与える影響は
軽微です。
　なお、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における貸借対
照表の資本の部については、改正
後の財務諸表等規則により作成し
ています。

 (3)１株当たり情報
　「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２
号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（
企業会計基準適用指針第４号）が
平成14年4月1日以降開始する事業
年度に係る財務諸表から適用され
ることになったことに伴い、当事
業年度から同会計基準及び適用指
針によっています。なお、これに
よる影響については、「１株当た
り情報に関する注記」に記載して
います。

……

……

前 事 業 年 度
自  平成 14年  4月  1日
至  平成 15年  3月 31日

前 中 間 会 計 期 間当 中 間 会 計 期 間
自  平成 14年  4月  1日
至  平成 14年  9月 30日

自  平成 15年  4月  1日
至  平成 15年  9月 30日
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追 加 情 報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）
　　当中間期から「自己株式及び法定準備
　金の取崩等に関する会計基準」（企業会
　計基準第１号）を適用しています。これ
　による当中間期の損益に与える影響は軽
　微です。
　　なお、中間財務諸表等規則の改正によ
　り、当中間期における中間貸借対照表の
　資本の部については、改正後の中間財務
　諸表等規則により作成しています。
　　これに伴い、前中間期において資産の
　部に計上していた「自己株式」（流動資
　産 0百万円）は、当中間期末においては
　資本に対する控除項目としています。

前 事 業 年 度
 自 平成 15年  4月  1日  自 平成 14年  4月  1日  自 平成 14年  4月  1日
 至 平成 15年  9月 30日  至 平成 14年  9月 30日  至 平成 15年  3月 31日

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間

- 28 -



（中間貸借対照表関係） （単位：百万円）

 仮払消費税等と仮受消費税 同　　左
 等を相殺のうえ、流動負債
 ［その他」に含めて表示し
 ています。

財団抵当
 (工場財団組成資産）

 (工場財団抵当債務）

財団抵当以外
 (担保提供資産）

 (これによる担保債務）

偶発債務
 保証債務

PT.DAI-ICHI
KIMIARAYA

天津達一琦精細化工
有限公司

従業員銀行住宅借入金
従業員銀行提携借入金
㈱京都環境保全公社 * * *

(注)* 当社のほか6社の (注)* 当社のほか6社の (注)* 当社のほか6社の
連帯保証総額 994百万円 連帯保証総額 1,099百万円 連帯保証総額 994百万円
のうちの当社負担分です。 のうちの当社負担分です。 のうちの当社負担分です。

142 〃157〃 〃

(400千US$)
〃

44
〃

48

64 〃
〃 1619 〃

773 867

366

1,599

〃
(400千US$)

59 〃

49

〃

注 記 事 項

４

2,394

※１

長 期 借 入 金

Ｎｏ

建 物
機 械 装 置

961

(1)

275
(外貨建）

3

保 証 金 額

4

銀行借入金

3

(外貨建）

保証の種類

9,741

3,295

有形固定資産から直接
控除した減価償却累計額
消 費 税 等

担保資産及び担保付債務

2,501
土 地

967

(2)

合 計

短 期 借 入 金

8,686

合 計

※２

2,999

※３

（平成 15年  9月 30日 現在）
当 中 間 会 計 期 末 前 中 間 会 計 期 末

保 証 先

-

銀行借入金

23,621

2,394

2,822

1,051

24,128

2,855

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

銀行借入金
367

1,006

57

(3,300千US$)

1

(外貨建）

〃
(400千US$)

7,286

投 資 有 価 証 券

長 期 借 入 金
合 計 1

短 期 借 入 金
0

9,166

4,827

2,394
1,008

2,459

前 事 業 年 度 末

2,907

（平成 14年  9月 30日 現在） （平成 15年  3月 31日 現在）

22,987

6,132
2,453

8,605

保証の種類

1

2,473

8,127
5,673

保 証 金 額 保証の種類

銀行借入金

6

(2,250千US$) (3,600千US$)

銀行借入金
432

保 証 金 額

189 168銀行借入金

1,549

147

５ 受 取 手 形 割 引 高 1,599

14
142

第 一 セ ラ モ ㈱

合 計 755

期 別
項 目
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(中間損益計算書関係） （単位：百万円）

営業外収益のうち主なもの

営業外費用のうち主なもの

特別利益のうち主なもの

土地売却益は、特別目的会社を 　同　　左
使用した土地流動化処分により
発生したものです。

特別損失のうち主なもの

機械装置等の既存設備の改廃に 同　　左 同　　左
よる除却損及び撤去費用です。

たな卸資産処分損は、品質重視 　同　　左
の考え方に基づき、新たな基準
として「たな卸資産廃棄処理ガ
イドライン」を設定したことに
よって発生した処分損であり、
内訳は次のとおりです。

減価償却実施額
1,655

無 形 固 定 資 産 90 19

5
有 形 固 定 資 産 828732

298

30

6

271

41

100－
59

前 事 業 年 度
自 平成 15年 4月  1日
至 平成 15年 9月 30日

自 平成 14年 4月  1日
至 平成 15年 3月 31日

当 中 間 会 計 期 間

固定資産賃貸料
受 取 配 当 金

Ｎｏ
前 中 間 会 計 期 間

至 平成 14年 9月 30日
自 平成 14年 4月  1日

受 取 利 息

受 取 配 当 金
固定資産賃貸料
受 取 配 当 金

48
41

※１
受 取 利 息 2

※２

4
93
78

受取利息割引料1
固定資産賃貸料 33

67

※３
231支 払 利 息 116支 払 利 息 111 支 払 利 息

土 地 売 却 益 1,173－ 1,226

関係会社有価証券売却益 144－ 144

※４
固 定 資 産 処 分 損

た な 卸 資 産 処 分 損
59
100

－ 1,737

投資有価証券売却益 －

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 償 却

868

投資有価証券売却損

190

21製 品製 品 21
半 製 品 39
仕 掛 品 14

廃 棄 費 用 22
原 材 料 3
廃 棄 費 用 22

仕 掛 品 14
原 材 料 3

合 計 100

土 地 売 却 損 3 － －

合 計 100

半 製 品 39

期 別

項 目
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(リース取引関係）

（単位：百万円）

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認

 　められるもの以外のファイナンス・リース  　められるもの以外のファイナンス・リース  　められるもの以外のファイナンス・リース

　　取引 　　取引 　　取引

（借主側） （借主側） （借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 累計額相当額及び中間期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額

   なお、取得価額相当額の算定は、未経過リ 同   左    なお、取得価額相当額の算定は、未経過リ

 ース料中間期末残高が有形固定資産の中間期  ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

 末残高等に占める割合が低いため、支払利子  に占める割合が低いため、支払利子込み法に

 込み法により算定しています。  より算定しています。

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

   なお、未経過リース料中間期末残高相当額 同   左    なお、未経過リース料期末残高相当額は、

 は、有形固定資産の中間期末残高等に占める  未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期

 割合が低いため、支払利子込み法により算定  末残高等に占める割合が低いため、支払利子

 しています。  込み法により算定しています。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を 同   左  同   左

零とする定額法によっています。

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引

（借主側） （借主側） （借主側）

　未経過リース料期末残高相当額 　未経過リース料期末残高相当額 　未経過リース料期末残高相当額

前 事 業 年 度

 自   平成  14年  4月  1日

 至   平成  14年  9月 30日

 自   平成  14年  4月  1日

 至   平成  15年  3月 31日

有形固定資産その他有形固定資産その他

前 中 間 会 計 期 間当 中 間 会 計 期 間

 自   平成  15年  4月  1日

 至   平成  15年  9月 30日

(工具器具備品)(工具器具備品)

724

508

取 得 価 額 相 当 額取 得 価 額 相 当 額 585

減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額 422

113支 払 リ ー ス 料

94

一 年 超 103

合 計 197

一 年 以 内

一 年 超

減価償却費相当額

63

63

合 計 215

支 払 リ ー ス 料 49

中間期末残高相当額 215

93

121

減価償却費相当額 49

中間期末残高相当額 162

一 年 以 内 79

162合 計

一 年 超 83

有形固定資産その他

(工具器具備品)

取 得 価 額 相 当 額 769

一 年 超 615

一 年 以 内

減価償却累計額相当額 571

期 末 残 高 相 当 額 197

減価償却費相当額 113

支 払 リ ー ス 料

合 計 796

一 年 以 内 180

一 年 超 525

合 計 706

一 年 以 内 180

合 計 871

一 年 以 内 180

一 年 超 691

- 31 -



(有価証券関係)

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。

（１株当たり情報）

 １株当たり純資産額 円 30 銭  １株当たり純資産額 円 44 銭 １株当たり純資産額 円 37 銭

 １株当たり中間純利益 5 円 12 銭  １株当たり中間純利益 1 円 22 銭  １株当たり当期純損失 7 円 36 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり 　なお、潜在株式調整後１株当たり 　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予 中間純利益金額については、新株予 当期純利益金額については、１株当

約権付社債等潜在株式がないため記 約権付社債等潜在株式がないため記 たり当期純損失が計上されており、

載しておりません。 載しておりません。 また潜在株式が存在しないため記載

　（追加情報） しておりません。

　当中間会計期間から、「１株当た 　当事業年度から「１株当たり当期

り当期純利益に関する会計基準」（ 純利益に関する会計基準」（企業会

企業会計基準第２号）及び「１株当 計基準第２号）及び「１株当たり当

たり当期純利益に関する会計基準の 期純利益に関する会計基準の適用指

適用指針」（企業会計基準適用指針 針」（企業会計基準適用指針第４号

第４号）を適用しています。 ）を適用しています。

　なお、同会計基準及び適用指針を 　なお、これによる影響は軽微です。

前中間会計期間及び前事業年度に適

用した場合の１株当たり情報に与え

る影響はありません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

中間(当期)純利益又は

当期純損失（△）

普通株主に帰属しない金額

普通株式に係る中間(当期)純利益又は

　　　〃　　当期純損失（△）

期中平均株式数 千株 千株 千株

(重要な後発事象）

該当事項はありません。

２．その他

該当事項はありません。

355366

当 中 間 会 計 期 間

自 平成 15年 4月  1日

至 平成 15年 9月 30日

366

前 事 業 年 度

自 平成 14年 4月  1日

至 平成 15年 3月 31日

前 中 間 会 計 期 間

自 平成 14年 4月  1日

至 平成 14年 9月 30日

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

246△百万円

至平成15年3月31日

自平成14年4月 1日自平成15年4月 1日

至平成15年9月30日

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

32,883

－

33,912

41

168

百万円

－ 百万円

33,459

41百万円 百万円 百万円

168

△ 246

－百万円

百万円

百万円
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